
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　海外誘客戦略推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部観光国際局海外戦略推進課アジア誘客係　電話番号：058-272-1111（内2356）

　　　　　　　                         E-mail：c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　21,528千円（前年度予算額：21,564千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	21,564
	0
	0
	89
	0
	0
	0
	0
	21,475

	要求額
	21,528
	0
	0
	53
	0
	0
	0
	0
	21,475

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成21年度より飛騨美濃じまん海外戦略プロジェクトを開始し、「観光・食・モノ」を三位一体で観光ＰＲに取り組んできたところであるが、東京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年に向けて、国や他自治体が取り組みを強化する中、当県においても後れを取らないよう更に積極的な施策の展開を図る必要がある。

・このため、マレーシア、シンガポール等の主要旅行見本市への出展など、主要市場への継続的な取組みを行うとともに、ベトナムやフィリピンといった新たな成長市場となりうる国への早期アプローチ等により、他の自治体に先駆けた誘客活動を行う必要がある。
（２）事業内容

■認知度向上対策

1 海外旅行見本市出展事業

（対象：シンガポール、マレーシア）

2 中国メディアＰＲ事業（対象：中国）
■旅行商品造成・販売支援対策

1 AISOとの連携による旅行商品造成支援事業（対象：アジア４ヶ国）
2 昇龍道プロジェクトＰＲ促進事業（対象：アジア全域）

3 現地コーディネーター活用事業（対象：東南アジア）

■新成長市場等対策

①新成長市場国対象旅行商品造成販売促進事業（対象：フィリピン）

②大手航空会社連携プロモーション事業（対象：フィリピン）
③大手旅行会社連携プロモーション事業（対象：ベトナム）

■広域連携等対策

1 国等関係機関連携事業（対象：世界各国の有望市場）
（３）県負担・補助率の考え方

外国人観光客の誘致による観光産業の振興、県経済の活性化は県が率先して実施すべきものであり、県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	2,937
	県内アテンド、海外出張旅費等

	需用費
	900
	PR資料印刷、会議費、旅行会社への土産等

	役務費
	306
	携帯電話代

	委託料
	16,081
	旅行商品造成・販売支援委託料、招聘事業委託料等

	使用料
	970
	会場借上料、宿泊費等参加負担金

	負担金
	334
	トラベルマート等

	合計
	21,528
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業化プロジェクト」

　　・外国人観光客倍増プロジェクト
（２）国・他県の状況

　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担（47都道府県が実施）
（３）後年度の財政負担

　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、事業費を負担する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　アジアをターゲット市場とした海外誘客を継続的かつ着実に推進し、本県の認知度を向上させることで、本県を訪問する外国人観光客の増加につなげる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数

（観光庁宿泊旅行統計）
	 －万人
（H - ）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	98万人
（H29）
	150万人
（H32）
	65.3%


※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　○アジアを中心とした、海外でのプロモーション

　　・ＮＡＴＡＳ（シンガポール）、ＭＡＴＴＡ（マレーシア）などの現地旅行フェアに継続的に出展。現地セミナー・商談会参加等。

　○新たな市場開拓のため、ベトナム、フィリピンを対象としたプロモーション活動を展開

　　・旅行博出展、現地セミナー・商談会参加、旅行会社訪問等
　○ランドオペレーターとの連携による、東南アジアへの集中プロモーションを実施
　○日本国内における、訪日旅行会社・メディアの招へい

　　・現地の主要な訪日旅行会社やメディアを招へいし、県内の主な観光地等を直接訪問・取材


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　○訪日旅行会社においては、岐阜県を含むツアーの造成・販売・実施

　○現地メディアにおいては、県内観光地等の記事を掲載

これらにより、本県の認知度向上とともに、ツアー等として本県訪問者（観光客）の増加を図ることができた。

県内外国人宿泊者数　930,660(H27年)→1,013,490(H28年)→975,060（H29年）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	　国は、2020年のオリンピック・パラリンピックを見据え、訪日外国人旅行者4000万人の目標に向けた取り組みを強化していることから、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	本県を訪れる外国人宿泊者数については大幅な伸びとなっていることから、一定の成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○


	海外現地及び日本国内の両面からの取り組みにより、ターゲット市場における本県認知度向上とともに、本県を含むツアーの造成などに着実に反映されてきている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
認知度向上及び旅行商品造成のため、一過性ではなく、継続かつ地道な取り組みが必要である。また、新興市場に対して他県に先駆けた積極的な取り組みが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

海外からの誘客については継続的な取り組みが大切であり、引き続き、県内観光事業者との連携・協力などにより、ターゲット市場に注力した取り組みを実施する。


